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【事業規程附属書】 

 

○農作物共済、家畜共済、果樹共済、畑作物共済、園芸施設共済及び任意共済 

共済金支払規程 

 

 

第１条 この組合は、事業規程第19条の規定により、農業保険法に基づく農作物共済、家畜

共済、果樹共済、畑作物共済、園芸施設共済及び任意共済の共済金の適正なる支払の実施

を図るため、この規程に定めるところにより共済金の支払を行う。 

第２条 この組合の組合員は、農作物共済、家畜共済、果樹共済、畑作物共済、園芸施設共

済及び任意共済にかかる共済金の支払を受ける金融機関を組合に登録しなければならない。 

２ 組合員は、前項により登録した金融機関を変更しようとするときは、速やかに、その旨

組合に登録しなければならない。 

３ 前２項の規定にかかわらず、組合員の登録した金融機関が経営不振のため預貯金の払戻

しの制限又は停止をしている場合には、組合員は、いつでも登録変更の届出を行うことが

できるものとし、この場合、届出のあった日の翌日からこの組合は、当該組合員の登録を

変更するものとする。 

第３条 この組合の組合員が前条の規定により登録する金融機関は、この組合の事業区域内

及び隣接市町村の農業協同組合法（昭和22年法律第132号）第10条第１項第２号及び第３

号の事業を併せ行う農業協同組合及び農業協同組合連合会、農林中央金庫、銀行並びに信

用金庫とする。 

第４条 この組合は、第２条の規定により組合員より金融機関の登録又は登録変更の届出が

あったときは、遅滞なく当該金融機関に連絡しなければならない。 

２ この組合は、組合員より登録のあった金融機関に当該組合員の預貯金口座のない場合は

共済金の支払を行うときに当該組合員の預貯金口座を開設するよう金融機関に依頼しなけ

ればならない。 

第５条 この組合は、政府から保険金の支払を受けた日から５日以内に第２条の規定により

組合員の登録した金融機関の個人別預貯金口座に当該組合員に係る共済金を振り込まなけ

ればならない。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合には、組合員に対し現金をも

って共済金の支払を行うことができる。 

(１) 第２条の規定により登録した金融機関が経営不振となり、共済金の支払時に預貯金

の払戻しを停止し又は制限している場合 

(２) その他現金をもって共済金の支払を行うことが特に必要と認められ、これについて

石川県知事の承認を受けている場合 

２ 家畜共済に付されている家畜に係る疾病又は傷害に関し指定獣医師（家畜共済に付され

ている家畜について診療の円滑適正を図るためにこの組合と指定獣医師契約を締結してい

る獣医師をいう。以下同じ。）の診療を受けた場合で、組合員が当該診療に係る共済金の
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受領を当該指定獣医師に委任したときは、この組合は、前項の規定にかかわらず、政府か

ら保険金の支払を受けた日から５日以内に、次項の規定により当該指定獣医師の登録した

金融機関の個人別預貯金口座に当該診療に係る共済金を振り込まなければならない。ただ

し、前項第１号に該当する場合には、当該指定獣医師に対し現金をもって共済金の支払を

行うことができる。 

３ 指定獣医師は前項の委任に係る共済金の支払を受ける金融機関をあらかじめ組合に登録

しなければならない。 

４ 第２条第２項及び第３項、第３条並びに前条第１項の規定は前項の登録又はその変更に

ついて準用する。 

５ この組合は、第１項の振込後又は第２項の振込後若しくは支払後遅滞なく、第１項の規

定により振込みを行う場合にあっては当該組合員に対して支払通知書を、第２項本文の規

定により振込みを行う場合にあっては同項の委任を行つた組合員に対して支払通知書を、

同項の委任を受けた指定獣医師に対して振込通知書を、同項ただし書の規定により現金を

もって支払を行う場合にあっては同項の委任を行つた組合員に対して支払通知書を発行し

なければならない。 

第６条 構成員の話合い等による合意形成に基づき農業の生産行程を集落を単位として計画

的に遂行している集団であってその構成員に係る農作物の販売代金その他構成員の農業生

産に係る金銭の全部又は一部を一括して取り扱っている等の要件を満たすもの（以下この

条において「一括支払地域集団」という。）の代表者が、毎事業年度、この組合に対し、

当該一括支払地域集団の構成員（以下この条において単に「構成員」という。）である組

合員を代理して当該組合員に係る共済金の全部又は一部の支払を受けることを申し込んだ

とき（当該共済金の全部又は一部が金融機関の当該一括支払地域集団の代表者の預貯金口

座に振り込まれること（第４項ただし書の規定により支払が行われることを含む。第６項

において同じ。）につき当該組合員の同意があるときに限る。）は、この組合は、当該一括

支払地域集団の代表者との間に共済金の支払に関する契約を締結することができる。 

２ この組合と前項の契約を締結した一括支払地域集団の代表者は、当該契約に係る共済金

の支払を受ける金融機関を組合に登録しなければならない。 

３ 第２条第２項及び第３項、第３条並びに第４条第１項の規定は、前項の登録又はその変

更について準用する。 

４ この組合は、前条第１項の規定にかかわらず、政府から保険金の支払を受けた日から５

日以内に、第２項の規定により登録された金融機関の一括支払地域集団の代表者の預貯金

口座に第１項の契約に係る共済金を振り込まなければならない。ただし、この組合が一括

支払地域集団の経理が適切に行われていないと認める場合その他特別の事情がある場合で

あって、構成員である組合員に対し前条第１項の規定により共済金の支払を行うときは、

この限りでない。 

５ この組合は、前条第１項本文の規定により振込みを行う場合にあっては、当該振込後遅

滞なく、第１項の同意をした組合員に対して支払通知書を、第２項の一括支払地域集団の

代表者に対して振込通知書を発行し、前項ただし書の規定により現金をもって支払を行う
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場合にあっては当該支払後遅滞なく第１項の同意をした組合員に対して支払通知書を発行

しなければならない。 

６ 第１項の契約の締結後、構成員である組合員が当該組合員に係る共済金の全部又は一部

が第２項の規定により登録された金融機関の当該一括支払地域集団の代表者の預貯金口座

に振り込まれることに同意した場合には、当該同意に係る共済金は第１項の契約に係る共

済金とみなして、前２項の規定を適用することができる。 
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